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1. はじめに 

 

1)わたしたちは人種差別撤廃委員会（CERD）に対し、その「早期警戒措置と緊急手続き」のも

とに、日本国沖縄県、沖縄本島北部の辺野古/大浦湾、およびやんばるの森の高江の 2 箇所にお

いて計画されている米軍新基地建設について検討し、緊急アクションを要求する文書を提出す

る。 

 

2)同米軍新基地建設は、計画への強い反対にも関わらず、琉球/沖縄の人々および沖縄に居住す

る日本人に対して、日米両政府により強いられてきた。琉球/沖縄の人々と沖縄に居住する日本

人は既に在日米軍の不均衡な「負担」を負い、その被害を受けてきた。在日米軍の 74％は日本

領土面積のわずか 0.6%の沖縄に集中している。在日米軍の存在は、琉球/沖縄の人々と沖縄に

居住する日本人に対して、米兵による事故や犯罪、騒音、環境破壊などの様々な問題を起こし

てきた。 

 

3)もし新基地が建設されたならば、環境だけでなく、琉球/沖縄の人々および沖縄に居住する日

本人の生活への膨大かつ取り返しのつかない被害と損害をさらに強要することとなる。事実、

日米政府はこの計画を策定し、実施する過程において、琉球/沖縄の人々の自己決定権、生活権、

環境権および表現の自由の権利を既に侵してきた。 

 

4)（沖縄において）米軍基地が集中していること、そして米軍基地の存在によって様々な問題

が起こされており、これらの新たな建設計画は、琉球/沖縄の人々に対する日米政府によって継

続して行われている差別政策とその実施、および人権侵害の表れとして認識されるべきである。

この計画は沖縄で居住する日本人にも影響を与えている。 

   

5)私たちは、日米政府による琉球/沖縄の人々に対する長く、広範囲にわたる差別政策とその実

施、および人権侵害を終わらせることに CERD に助力を求めるとともに、辺野古/大浦湾および

高江での、問題ある軍事基地建設を中止させるため、CERD がこの現状を検討し、緊急アクショ

ンを起こすことを要求する。 

 

 

2. 背景  

 

2.1 琉球王国の日本への併合と沖縄の米軍基地集中 

 

6)沖縄は日本の最南端にある県であり、160 の島から成り、沖縄本島はその中で最も大きい島で

ある。沖縄の人口は 140 万人であり、琉球/沖縄の人々が多くの人口を占めているが、一方、琉

球/沖縄の人々を配偶者とする結婚、仕事あるいは教育などにより多くの日本人が移住している。 

 

7) 50 以上の琉球／沖縄の地域コミュニティーが、同数の言語／方言と同様に確認されており、

それぞれのコミュニティーが強いアイデンティティーをもっている。 

国連の条約機関で見解や懸念が示されているように、（他の）先住民族と同様に琉球/沖縄が独

自性を持ち、識別できることが明確であるにも関わらず、日本政府は琉球/沖縄を正式に認定し

ていない。 

 

8)沖縄の近代史は琉球/沖縄の人々が、自らの自己決定権、生活、文化、言語および環境に関す

る権利を奪われてきた植民地化と軍事化の歴史であった。その間、琉球/沖縄の人々は差別的政

策とその施行に苦しみ、耐えてきた。 

 

9)独立王国であった琉球王国が日本の南の薩摩藩により「半植民地化」された後、新興政府で

あった明治政府が 1792 年に琉球王国を併合し、「沖縄県」を設置した。様々な国家政策や施行

が、日本政府によって琉球/沖縄の人々に押しつけられる一方、選挙による、国家の政策決定過

程への参加については、1919 年まで琉球/沖縄の人々は排除されていた。 

 

10)例えば、杣山（ソマヤマ）として知られている共同体による伝統的な土地所有形態を否定さ
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れ、琉球/沖縄の人々の土地が国有地にさせられるなどの一連の土地改革が、日本政府によって

琉球/沖縄の人々に対して押しつけられた。その結果、伝統的土地所有制度を基盤としていた、

伝統的な経済形態が崩壊させられた。 

 

11)琉球/沖縄の人々を日本の文化規範に同化させるため、日本政府は琉球/沖縄の言語の学校で

の使用や、死者の骨を洗う洗骨、女性の入れ墨の針突（ハジチ）、男性の琉球式髪型であるカタ

カシラといった伝統的な文化慣習を禁じた。その結果、このような琉球/沖縄の文化的特徴は琉

球/沖縄の人々の中でさえも、悪しきものとして認識されることとなった。 

 

12)日本政府による琉球王国の併合と、「沖縄県」の強制的な設置において、琉球/沖縄の人々に

押しつけられた差別的政策とその実施は、「条約法に関するウィーン条約」51 条への違反と見

なされるべきである。   

 

13)第二次世界大戦への動きの中で、沖縄は日本にとって戦略的に重要な最前線地となった。そ

のため、琉球/沖縄の人々の土地は接収され、日本軍の飛行場へと転用させられた。第二次世界

大戦の末期には、沖縄は日米両軍間の激しい戦場地となり、死者は 20 万人以上にのぼり、その

うちの 10 万人は琉球/沖縄の民間人であり、10 万 7000 人は日本兵、１万 2000 人が米兵であっ

た。 

 

14)第二次世界大戦が終了し、日本が「日本の降伏条件を定義する宣言（ポツダム宣言）」を受

諾し、米軍は、日本の施政権と共に、沖縄の施政権を奪った。1945-50 年の間、米軍は琉球/沖

縄の人々の土地を欲するままに占領していった。1950 年、米軍は「沖縄の政府」として、「琉

球列島米国民政府（USCAR）」を設立したが、一方、地方政府「琉球群島政府（GRI）」の設立

を許可している。USCAR は GRI を監視し、GRI の決定全てを覆すことができた。この統治制

度は、1972 年まで実施されていた。 

 

15)1951 年の「日本国との平和条約（サンフランシスコ講和条約 ）」が 1952 年に施行されると、

日本は独立国家としての地位を取り戻したが、沖縄の施政権は米軍統治の下、USCAR が保持し

たままであった。琉球列島に関する条約 3 条は、「合衆国は、領水を含むこれらの諸島の領域及

び住民に対して、行政、立法及び司法上の権力の全部及び一部を行使する権利を有するものと

する」と定めていた。 

 

16)1953-57 年の間、朝鮮戦争（1950-53 年）、および緊迫する冷戦に対応するために、米国軍政

府は琉球/沖縄の人々の土地を「銃剣とブルドーザー」で接収し、軍事基地や訓練場にしていっ

た。琉球/沖縄の土地所有者の大半は、土地財産所有権を手放さずに補償金を受け取ったが、多

くの琉球/沖縄の土地所有者、特に農民は、生活の糧を失った。 

 

17)韓国や台湾のように、沖縄も第二次世界大戦前、日本によって植民地化されていたことを考

えるならば、米軍が第二次大戦終了後ただちに沖縄の施政権を奪ったことと、その結果として

の沖縄と琉球/沖縄の人々に関する政策や政策の実施は、1945 年のポツダム宣言の違反と見なさ

れるべきである。さらに、米国軍政府が USCAR 統治下において、琉球/沖縄の人々から土地を

接収したことは、1907 年のハーグ諸規則 46 条の違反と考えるべきである。 

 

18)米軍占領下の 1945-72 年には、飛行機の墜落事故や車両の衝突事故などの米軍による事故が

頻繁に起こり、琉球/沖縄の人々を死に至らしめ、琉球/沖縄の人々の財産に被害をおよぼしてい

た。強盗からレイプ、殺人にまでおよぶ犯罪も起こされていた。このような事故や犯罪は、米

国軍法廷で裁かれ、GRI の司法機関のもとで裁かれることはなかった。重犯罪を犯した米兵は、

通常、沖縄から別の場所の部隊に移されるだけであった。 

 

19) 1960 年代には、このような状況のなかで、琉球/沖縄の人々は日本への復帰を構想した。そ

れは米軍占領が終わって沖縄が日本の平和憲法下に置かれること、そして日本が享受している

ような経済社会的利益を受けることを望んでのものであった。 

 

2.2 1972年の沖縄復帰と継続して存在する米軍基地 
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20) 1972 年、沖縄が日本に「復帰」し、大半の琉球/沖縄の人々は、よりよい生活への期待を高

め、復帰を歓迎した。しかし、その期待は部分的にかなえられたにすぎなかった。 

  

21)1960年の「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約」は1972年に沖縄で

施行されるようになったが、日本政府は沖縄における米軍基地を縮小しようとはしなかった。

広大な多くの米軍基地は、事故、犯罪、騒音、環境破壊、その他の多くの問題を継続させたま

ま、存在し続けている。 

   

22)1960年の日米地位協定（SOFA）が沖縄で施行されるようになったのは1972年であったが、

公務中の米兵や軍雇用民間人によって起こされた犯罪や事故が処理される時には、米軍が一次

裁判権を有したままであった。公務中の米兵が違反を犯し、琉球/沖縄、日本人の住民に損害を

およぼしても、日本の法廷で裁かれることは稀である。米軍が被害者に補償を払わないことは

しばしばあり、現在は、日本政府が被害者の補償に部分的な金銭的責任を負っている。 

 

23)琉球/沖縄の人々から米軍基地のために接収した土地の問題は、復帰以降、より複雑なもの

となっている。日本政府が軍用地の仲介者となり、琉球/沖縄の土地所有者から土地を借用し、

米軍に土地を転貸しており、それゆえ琉球/沖縄の土地所有者と米軍基地を抱える自治体に影響

力をもっている。 

 

24)復帰後、日本政府は主に沖縄振興開発計画を通じて、特にインフラ整備の分野での交付金、

補助金、開発計画といった形での膨大な財政援助を行ってきた。 

 

25)日本政府の沖縄への財政援助は、しばしば沖縄の米軍基地負担への「補償」としてとらえら

れている。実際に、米軍基地を抱える自治体は、様々なプロジェクトへの財政的援助を防衛省

から受け取っている。その財政援助には規制や条件を伴うので、政府の財政援助は、日米安保

において定められた役割を日本政府が沖縄に確実に果たしてもらうための政治的道具であると

も見られている。 

 

26)琉球/沖縄の人々、増加している沖縄に移り住む日本人、自治体、沖縄県は沖縄における米

軍基地縮小を要求してきた。沖縄で継続して行われている軍事化や、米軍・米兵によって起こ

される事故や事件に対して、様々な形の抵抗があった。彼らは、米軍基地が沖縄に継続して集

中していることの、重要な法的原因としてみなしている 1960 年の米国との安全保障条約と同様

に、SOFA の改正を要求してきた。 

 

27)前述のとおり、米軍基地が集中しているという沖縄の負担という点からみると、これまでに

大きな変化はない。日米両政府は、SOFA あるいは安全保障条約の改定、修正を行っていない。 

 

2.3「沖縄に関する特別合同委員会（SACO）合意」と米軍新基地建設 

 

28)1995 年、12 歳の少女が沖縄の北部で 3 人の米兵にレイプされた。このレイプ事件は、琉球/

沖縄の人々と沖縄に居住する日本人の両方の沖縄の人々を激怒させ、その結果、この事件に対

する抗議、そして最終的には沖縄における米軍基地の圧倒的な存在に対する反対運動が、沖縄

中に拡がった。沖縄の人々の怒りと抵抗に応え、日米両政府は「沖縄に関する特別合同委員会」

を「沖縄県民の負担を軽減し、それにより日米同盟関係を強化する」ことを目的として設立し、

1996 年に「SACO 最終報告」を提出した。 

 

29)SACO 最終報告書は、宜野湾市における海兵隊普天間飛行場の閉鎖と、沖縄本島における亜

熱帯のやんばるの森にある米軍北部訓練場の一部を沖縄県に返還することが定められた。しか

し、普天間飛行場の閉鎖と北部訓練場の一部の返還は、沖縄内の他の場所での新基地建設と引

き替えであることが要求された。 

 

30)沖縄本島の名護市辺野古/大浦湾における巨大基地建設は 1997 年に普天間飛行場の閉鎖と引

き替えに提案された。沖縄本島の東村高江における新たな 6 つのヘリパッド建設は、北部訓練
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場の一部の返還と引き替えに提案された。 

31)琉球/沖縄の人々と沖縄に居住する日本人、国内外の NGO はこの建設計画に反対してきた。

日本における米軍基地の 74％が沖縄に既に存在していることを考えれば、この新基地建設は、

沖縄の人々にさらなる負担を押しつけることになる。さらに、辺野古/大浦湾、およびやんばる

の森が、日本で最も生物多様性豊かな地域であり、そこは、沖縄の環境を考慮した将来的な発

展の鍵となるということを考えれば、取り返しのつかない環境破壊を引き起こすであろうこの

新基地建設は、沖縄の人々から将来を奪うことになってしまうのである。現在も引き起こされ

ている悪影響を考慮すると、この新基地建設の目的と米国海兵隊基地の存在は、大きな疑問を

もたれるようになり、米国議会においてさえ、関連した批判が見られるようになった。 

 

32) 琉球/沖縄の人々と沖縄に居住する日本人や世界の NGO の反対にも関わらず、日米政府は

米軍基地建設を推進している。それは、「先住民族の権利に関する国際連合宣言」（UNDRIP20,30

および 32 条）および「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（ICERD2 条および 5

条）に違反し、同宣言、条約で尊重されている権利を侵している。 

 

 

3. CERDが早期警戒と緊急手続きを検討するに必要な状況 

 

3.1 辺野古/大浦湾における米軍基地建設 

 

33) 名護市東部に位置する辺野古/大浦湾区域は、全人口 5000 人が住む、琉球/沖縄の人々の緊

密に結ばれた 13 区のコミュニティが集まる場所である。米軍基地キャンプ・シュワブもその区

域に位置している。ここは日本で最も生物多様性豊かな沿岸区域の１つである。それは絶滅危

惧種の海洋哺乳類かつ沖縄の文化的アイコンである「沖縄ジュゴン」や、絶滅の危機にあるア

オサンゴに象徴されている。この地域の豊かな環境が、地域のコミュニティの暮らしの基盤を

与えているのである。 

 

34)キャンプ・シュワブは 1959 年に建設され、それから運用が続いている。現在、射撃訓練、

水陸両用戦車の上陸訓練などの様々な軍事訓練が、基地内および指定された「訓練水域」にお

いて行われている。このような訓練と演習は、赤土汚染や山火事、騒音被害を頻繁に起こして

いる。 

 

35)自らの生活と環境の権利を訴え、琉球/沖縄の人々と沖縄に居住する日本人は、15 年以上、

この建設計画に反対し、抗議してきた。それは声明発表から選挙、決議、抗議集会、座り込み

といった自分たちが行使できるあらゆる民主的で非暴力の手段を用いてのものであった。 

 

36)とりわけ、建設予定地である名護市民は、1997 年の市民投票において、米軍基地移設計画に

対して、拒否の姿勢を示した。現名護市長稲嶺進は、基地建設計画に明確な反対を公約で示し、

2010 年の選挙で当選した。 

 

37)2010 年の県知事選挙では投票者の 97％が普天間基地の県外移設を望む候補者に投票した。

その選挙で再選を果たした仲井真県知事は、「普天間基地の辺野古/大浦湾への移設は不可能だ」

と繰り返し述べている。沖縄県議会も普天間基地を県内のいかなる場所へも移設することへの

反対決議を採択している。現在、沖縄の市町村の全首長は県内移設案に反対の意を示している。 

 

38)沖縄の圧倒的な反対にも関わらず、日本政府は建設計画を推進し続けている。同米軍基地建

設を担当している機関である沖縄防衛局は、環境影響評価（以下、環境アセス）を行い、建設

計画を推進させるために、強圧的かつ欺瞞的な手法をしばしば用い、環境アセスを政治的な道

具として利用してきた。 

 

39）例えば、2007 年の 5 月は辺野古/大浦湾での沖縄防衛局による事前環境影響調査を「支援す

る」ため、海上自衛隊の掃海母艦「ぶんご」が派遣された。この「ぶんご」派遣は沖縄の人々

を憤慨させ、建設予定地の現場で座り込みの抗議をしている人々を威嚇するものであった。沖

縄県知事仲井真弘多はこの派遣を「アメリカに銃剣を突きつけられていた沖縄の記憶をよみが
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えらせるようなもの」と言い表した。 

40)環境アセスの過程において、沖縄防衛局は、基地運用についての重要な詳細部分に関する情

報をしばしば隠し、それによって法で保証されている基地建設への適時な「パブリックコメン

ト」の機会を奪ってきた。例えば、MV-22 オスプレイの基地配備に関する情報は、環境アセス

の、まさに最終的な段階まで提供されることはなかった。 

 

41)環境アセスは、沖縄防衛局が環境影響評価書を沖縄県知事に提出し、現在、最終段階に入っ

ている。環境影響評価書は米軍基地建設および供用は、環境に悪影響を与えない、ゆえに基地

建設は推進可能であるとの結論を出している。 

 

42)しかし、沖縄防衛局の環境アセスは、科学的な論理性が危ういことと民主的手続きを歪めて

いることから批判されている。科学的論理性と民主的手続きの 2 つは、環境アセスに必要とさ

れているものである。沖縄防衛局の環境アセスは日本の専門家から日本で「史上最悪のアセス」

と称されている。 

 

43)この環境アセスの「悪影響はない」という結論は、沖縄県の環境アセス審査委員会によって、

異議が申し立てられている。審査委員会自体が出した結論は、評価書には多くの欠陥があり、

もし基地建設が実行される場合は、環境保全は不可能であるというものである。 

 

44)この環境アセスの問題を明るみにするため、そしてこのアセスの法的正当性に異議を申し立

てるために、琉球/沖縄の人々と沖縄に居住する日本人などの 622 人を原告とし、2009 年、沖縄

防衛局に対し、那覇地方裁判所で「辺野古アセス訴訟」が起こされた。 

    

45)沖縄の個人、沖縄と日米の NGO などから構成される原告により、米国国防総省に対し、国

家歴史保存法（NHPA）を用いて起こされた「ジュゴン訴訟」も、カリフォルニア北部地区合

衆国連邦地方裁判所で、現在進行中である。2008 年 1 月、裁判所は国防総省が、日本の文化的、

歴史的に価値のある「天然記念物」である沖縄のジュゴンにに対して、米軍基地建設が及ぼす

可能性のある悪影響を考慮しなかったという判決を出した。裁判所は国防総省に対し、ステー

クホルダーと協議をすることにより、NHPA を遵守せよという命令を出している。しかし、現

在まで、原告と国防総省は、国防総省が現地住民の意見を聞くことは本意でないため、協議プ

ロセスに関して合意に至っていない。環境アセスが現在ほぼ終了しようとしている現在、ジュ

ゴン訴訟が再び動きだすことが予想される。 

 

46)このように琉球/沖縄の人々および沖縄に居住する日本人が民主的な取り組みを行っている

にも関わらず、日米政府は代替案を検討しようとすることはなかった。事実、日本の防衛大臣

田中直樹と米国国防長官レオン・E・パネッタは、2012 年 1 月 27 日に電話会談を行い、日米両

政府が建設計画推進続行を確認している。 

 

47)このような差し迫った状況に、琉球/沖縄の人々および日本に居住する日本人は、日本政府

が米軍基地建設を強要するために、地元の意思決定過程に強力な手段を用いて介入してくるの

ではないか、という非常に強い懸念を抱いている。 

 

48)例えば、沖縄県知事仲井真弘多は 2012 年 6 月に米軍基地建設に必要とされる辺野古/大浦湾

の埋立てを許可するかどうか、決断をすることになっている。これまでのあらゆる基準から判

断すると、県知事は、埋立て許可を与えない可能性があると考えられる。しかし、日本政府は

1997 年の「駐留軍用地特別措置法」のケースのように、埋立て許可の権利を取り上げることも

ありうる。 

 

49)そのケースでは、当時、沖縄県知事大田昌秀が、軍用地の「代理署名」という法的行為を執

行しないことを宣言したため、代理人としての県知事の役割を剥奪し、中央政府が代理署名を

執行できるように改正されたのである。 

 

50)また、法律違反の可能性のあるものとして、沖縄防衛局が来たる宜野湾市長選に介入してい

ることが発覚している。宜野湾市は、普天間飛行場があるゆえに、市長選の結果が、基地建設
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計画にさらなる影響があるところである。沖縄防衛局の類似の介入例としては、1997 年の名護

市民投票や過去の市長選において、基地建設計画を強要することに役立つ候補者や立場を支持

してきたことも明らかになった。 

 

51)この建設計画、それに伴う環境アセスのプロセスや日本政府によるその他の行為は

UNDRIP30 条「関連する公共の利益によって正当化されるか、もしくは当該の先住民族による

自由な合意または要請のある場合を除いて、先住民族の土地または領域で軍事活動は行われな

い」の違反である。 

 

52)また、UNDRIP29 条の「先住民族は、自らの土地、領域および資源の環境ならびに生産能力

の保全および保護に対する権利を有する。国家は、そのような保全および保護のための先住民

族のための支援計画を差別なく作成し実行する」も違反している。 

 

53)また、UNDRIP 第 32 条 1 項「先住民族は、自らの土地または領域およびその他の資源の開

発または使用のための優先事項および戦略を決定し、発展させる権利を有する」と 2 項「国家

は、特に、鉱物、水または他の資源の開発、利用または採掘に関連して、彼／女らの土地、領

域および他の資源に影響を及ぼすいかなる事業の承認にも 先立ち、先住民族自身の代表機関を

通じ、その自由で情報に基づく合意を得るため、当該先住民族と誠実に協議かつ協力する」に

も違反している。 

 

3.2 高江における米軍ヘリパッド建設 

 

54)沖縄本島の北部のやんばるの森周辺に位置する高江は、東村の小さな村落のコミュニティー

の 1 つである。約 160 人の人口は、琉球/沖縄の人々と日本人の住人とで構成されている。やん

ばるの森は、絶滅危惧種のノグチゲラやヤンバルクイナといった稀少生物が生息する日本で生

物多様性が最も豊かな地域の 1 つである。やんばるの森の豊かな環境は、地元のコミュニティー

の暮らしの基盤を与えている。また、やんばるの森は「沖縄県民の水がめ」としての役割も果

たしている。 

 

55)1957 年から米軍はやんばるの森の大部分を訓練のために使用してきた。現在やんばるの森の

30％は、米軍の「北部訓練場」に指定されている。この訓練場では、使用頻度の高い 22 の米軍

ヘリパッドが既に存在し、付近の地元のコミュニティーや環境に様々な問題や危険を引き起こ

している。 

 

56)1996 年の SACO 合意と、それに伴った日米合意事項の下で、北部訓練場の 51%を返還する

条件として、高江に新たに 6 つのヘリパッドを建設する計画が 1999 年に提案された。 

 

57)その後、高江の住民、琉球/沖縄の人々と沖縄に居住する日本人、NGO や専門家は、行使で

きるあらゆる民主的で非暴力な手段を用いてこの計画への懸念を示し、高江地域への新たなヘ

リパッド建設は高江のコミュニティにさらなる危険を押しつけ、やんばるの森に悪影響を及ぼ

すであろうと主張し、建設計画に反対し続けている。 

 

58)1999 年 10 月、高江区はヘリパッド建設反対の決議を採択した。2007 年 6 月に、沖縄防衛局

が建設工事を開始したため、高江区は新たな決議を採択し、住民に建設中止のための行動を呼

びかけた。高江住民は、その時から支持者とともに工事現場付近での座り込みを開始し、5 年

間、座り込み抗議活動を行っている。 

 

59)2010 年 6 月は、東村に隣接する大宜味村議会が、ヘリパッド建設反対の決議を採択し、東村

議会も同年同月、ノグチゲラの保護条例を採択した。 

 

60)また、現在使用されている航空機に代わって米国の MV-22 オスプレイが沖縄に配備される

ことが 2011 年 6 月に確認されて以来、沖縄県議会、東村議会を初めとした多くの市町村が、沖

縄への MV-22 オスプレイ配備反対の決議を採択している。高江に建設が計画されているヘリ

パッドで、MV-22 オスプレイが使用される可能性が非常に高いため、これらの決議は、高江の
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6 つのヘリパッド建設計画に適用されることとなる。 

61)高江住民が、沖縄防衛局に建設計画問題の解決のため、対話を呼びかけているにも関わらず、

沖縄防衛局は 2008 年 11 月、ヘリパッド建設反対のための平和的な座り込みをしている高江住

民や支援者 15 人に対して、通行妨害禁止仮処分命令を那覇地方裁判所に申し立てた。 

 

62)当初、申し立てられた者の中には、8 歳の少女が含まれていたが、後に沖縄防衛局はその少

女に対する申し立てを取り下げた。2009 年の 12 月には裁判所は 14 人のうち 12 人に対する申

し立てを取り下げた。2010 年 12 月、裁判所は沖縄防衛局と 2 人の被告（高江区の住民）に法

廷外における和解を勧告した。しかし沖縄防衛局が、被告との和解を拒んでいるため、そのよ

うな和解は未だ行われていない。 

 

63)この訴訟は、多くの人々からヘリパッド建設に反対する人々を標的としたスラップ訴訟とと

らえられており、現在係争中である。最終判決は 2012 年 3 月 14 日に出される予定である。一

方、九州弁護士会連合会は、日本政府に、訴訟を起こす際には十分な調査を行い、日本国憲法

で保障されている表現の自由を侵害しないことを要求する勧告書を提出した。 

 

64)高江の訴訟が係争中であるにもかかわらず、沖縄防衛局は、建設計画に反対する地元住民や

支援者に、強圧的なやり方で工事を進めている。 

  

65)2011 年 2 月、現場での人々の抗議行動を無視し、沖縄防衛局は隊列で高江に繰り込み、建設

現場のやんばるの森を切り倒しはじめた。2011 年 11 月には、沖縄防衛局は 30 人のガードとと

もに、重機を持って工事再開のために高江に戻り、座り込みの抗議行動をする人々を危険にさ

らした。 

 

66)また、直近の出来事では 2012 年 1 月、沖縄防衛局は、大きなスピーカーで地元住民と支援

者に工事再開のために道をあけるようにと要求し、工事の再開を試みた。 

沖縄防衛局は、また、座り込みの人々の顔を録画した。沖縄防衛局の大騒音にも関わらず、抗

議をする人々は耳栓をして、平和的な座り込みを続けていた。座り込みの人々は肉体的にも精

神的にもハラスメントを受けていた。 

 

67)辺野古/大浦湾と同様に、沖縄防衛局の新たな 6 つのヘリパッド建設計画と、それに伴う工

事は UNDRIP の 29 条、30 条、32 条 1 項、32 条 2 項に違反しているとみなすべきである。 

 

3.3 ICERDの条項の違反 

 

68)日本政府と国家アクターの行為が CERD の 2.1(a)、2.1(c)と 5 に違反すると考えられるため、

上記の状況は、CERD の早期警戒と緊急手続きの下での、CERD による緊急な注意とアクショ

ンを要する。 

 

 

4. 委員会への要求 

 

69）市民社会のアクターは地域、国家、および国際レベルにおいて、琉球/沖縄の人々

に対する長期に渡る差別から生じる様々な問題を取り上げてきた。日本の第 3-6 次定期

報告書は 2010 年 2 月 CERD によって検討され、委員会は、総括所見において、正式勧

告を出した。CERD のフォローアップ手続き下において、日本政府による追加情報が提

供されたが、差別問題を監視する、あるいは差別問題に取り組むための、いかなるア

クションも起こされておらず、琉球/沖縄の人々と沖縄に居住する日本人の権利を保護

する方策や政策も制定されていない。上述のような状況は、関係する全てのステーク

ホルダー、特に日米両政府による緊急のアクションを要するものである。この文脈に

おいて、私たちは、委員会に早期警戒と緊急手続きの下、下記の件を敬意をもって要

求するものである。 
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a)日米政府に対して、辺野古/大浦湾、および高江における米軍基地建設計画に関して、

徹底した見直しを行い、琉球/沖縄の人々および沖縄に居住する日本人の同意が得られ     

なければ、建設を中止することを含む適切なアクションをとることを要求すること。 

 

 b) 日本政府に対して、琉球/沖縄の人々と沖縄に居住する日本人の代表と広く、真の

意味での協議を持ち、特に、辺野古/大浦湾の米軍基地建設と高江ヘリパッド建設、お

よび米軍基地の存在によってもたらされる悪影響全般に関しての適切な方策をとるよ

うに要求すること。 

 

    c) 沖縄防衛局と日本政府に対して、高江の平和的に座り込みをしている人々への肉体 

 的、精神的ハラスメントを直ちにやめるように要求すること。 

 

 d)日本政府に対して、琉球/沖縄の人々に対する差別の意図を持つ、あるいは、差別を

生むような、他国との合意も含む、政策、規則、政策実践を見直し、修正し、撤回し、

破棄することを要求すること。 

 

 e)日本政府が琉球/沖縄の人々を先住民族として正式に認識し、ILO169 号を批准し履行  

することを要求すること。 
 

 


